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はじめに

日米欧の競争法を比較検討するとき、時として、日本の独占禁止法と欧米との問題

意識の相違に驚くことも少なくない。この抱き合わせ規制もまた、そのひとつだった。

すなわち、1990年代初頭、日本における代表的な抱き合わせ事件は、ゲームソフト

（ドラクエⅣ）の人気に便乗して、卸売業者が不人気ソフトを小売業者に押しつけ販売

したケースである藤田屋事件（1）である。これに対して、病院の外科手術と麻酔サービ

スの抱き合わせが問題となった米国の Jefferson Parish 事件（2）は、同じ抱き合わせ規

制といってもその問題意識は大きく異なるものであった（3）。しかし、パソコンの製造

販売業者（OEMs）に対して、表計算ソフトエクセルとワープロソフトのワード、そ

してエクセルとワードとスケジュール管理ソフトアウトルックを抱き合わせて購入す

るようにさせていたマイクロソフト社の行為が独占禁止法19条、一般指定10項に違反

するとされたマイクロソフト事件（4）以後、現在、日本の抱き合わせ規制は、欧米と同

様の問題意識の元で議論されるようになってきた。

ちなみに、近年、メディアで大きく取り上げられたMicrosoftⅢ事件（5）での大きな

争点の一つもまた、抱き合わせである。そこでは、米国反トラスト法上、最も厳格な

当然違法の原則の元で審査される抱き合わせ規制について、技術革新を根拠と、その

例外を限定的に認め、合理の原則を適用した（6）。さらに、2004年、EC委員会は、マ

イクロソフト社がコンシューマ向けPCの基本ソフト（Windows）の独占的な地位を

濫用したとして、4億 9,700万ユーロという巨額の過料が課せられた事件（7）において

も、基本ソフトとマイクロソフトメディアプレーヤーの抱き合わせ（OSへの統合）が

問題となっている。このように日米欧においてなぜ、マイクロソフト社が、抱き合わ

せ規制に関して問題とされるのか。ここには、コンピュータの基本ソフトの技術革新

におけるソフトウェアの統合とそれによる競争者への影響というきわめて今日的な問

題が内包されているからである。同時に、コンシューマ向けコンピュータソフトウェ

ア市場は、グローバルに展開しているため、マイクロソフト社に対するある国・地域

の競争法の適用は、直ちに全世界のマイクロソフト製品に関する契約、取引に影響を

与えることになるといえる。その意味でも、この抱き合わせ規制について、日米欧の

運用の実態を比較・検討することは重要である。そこで本稿は、EC委員会の判断にも

大きな影響を与えている米国のマイクロソフト事件について、米国抱き合わせ規制の

歴史的変遷を手がかりに、その問題構造を明らかにし、ソフトウェア産業における製
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品の統合と技術革新に関する議論の整理の手がかりを得たい。

1．米国抱き合わせ規制の歴史的変遷

（1）古典期

反トラスト法における抱き合わせ規制については、古典期、1950年代後半から80年

代のシカゴ学派時代、そして、1990年代以降の3期に分けて整理することが一般的で

ある（8）。古典期は、厳格な当然違法の原則に基づく規制が特徴である（9）。

初期の代表的判例（10）は、自社製品の賃貸に関連して、原材料及び自社製品に使用す

る製品の購入を義務づけるものである（11）。古典期の判例の違法性の根拠は、能率競争

（competition on merits）に求めているが、その内容は多義的であり、また具体的な

違法性判断の根拠も不透明であることが多い（12）。この多義性は、古典期判例が確立し

た抱き合わせの要件にも見ることができる（13）。まず、最初に、1）2つの製品が存在し、

抱き合わせる製品（tying product）は、購入者が購入を望んでおり、抱き合わされる

製品（tied Product）は、購入者が購入を望んでいないことが挙げられていた。例え

ば、United Shoe事件（14）のように、製靴原料はすべて、United Shoe Machinery社か

ら購入するように強制され、また、賃貸している製靴機の作業と関連する機械はすべ

て、United Shoe Machinery社より購入することが強制されていたが、これはこの要

件に該当する典型例といえる。次に、2）購入者が両製品を購入する以外の選択肢を与

えられていない、すなわち購入を強制されていることがある（15）。そして、最後に、3）

この種の抱き合わせが独占的すなわち、主たる製品（Tying Products）（16）において独

占的であることが求められた。このように古典期判例の特徴は、特許権に関連する有

体物が問題とされている。その上、主たる製品と従たる製品の区別は、一目瞭然であ

った。ところが、裁判所は、1950年代以降になると新聞の広告スペースに関する朝夕

刊の抱き合わせ、鉄道会社の保有する沿線の土地購入と優先輸送条項、プレハブ住宅

と同住宅購入のための住宅ローン（17）といった古典期判例とは異なるタイプの抱き合わ

せ事件に直面することになる。特に、従来の特許権に関連する事件とは異なり、強制

の前提となる強制しうる力の認定について新しい基準が必要となった。そこでTimes-

Picayune事件（18）では、新聞社が、主たる製品である朝刊の市場において「独占的地

位」を有しているか否かを問題にした（19）。これは、強制しうるだけの力の存在が違法

性判断に必要だと言うことを明示したものである。その後、Northern Pacific Railway
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事件（20）では、独占的地位までは必要なく、競争者に対して優位に立ってそれらを排除

するだけの、実質的な経済力（substantial economic power）があればよい（21）と判

示した。この実質的な経済力の有無は、抱き合わせの違法性判断に置いて大きな影響

を与えることになる。当時の、抱き合わせの違法性の根拠は、ある製品の抱き合わせ

によって、需要者の選択肢が減少し、その結果、抱き合わされた市場での競争に対す

る市場閉鎖効果に影響するものと考えられていたといえる（22）。

（2）シカゴ学派による抱き合わせ規制への批判

1970年代から、抱き合わせに対する当然違法の原則が確立されるのと相反して、抱

き合わせという、いわばビジネスにおいて通常行われる事業戦略に対して、当然違法

の原則が適用されることに対する企業サイドからの違和感も高まりつつあった。この

時期、裁判所の抱き合わせ規制を理論的に厳しく批判したのがシカゴ学派である。シ

カゴ学派は、当然違法の原則を適用する違法性の根拠について、判例理論は、「てこ

（leverage）の理論」すなわち、主たる市場における市場力（独占力）をてことして当

該独占力を従たる市場に拡大することにあるとし、この理論には根拠がないことを厳

しく批判した（23）。すなわち、シカゴ学派は、抱き合わせをしたとしても独占力を拡張

することはできないと主張したのである（24）。簡単に説明すると（25）、すなわち、主たる

製品の独占者であっても、従たる製品について独占力を保持していない場合には、抱

き合わせ行為をしなくても主たる製品の価格を引き上げればよいのでそもそも抱き合

わせのインセンティブは発生しないし、抱き合わせ行為によってむしろ消費者余剰が

増える場合もあり得るというものである（26）この批判には、問題点も少なからず存在す

るが（27）、少なくとも、抱き合わせという行為の違法性について、より詳細な分析を行

う必要があるのではないかという問題提起としてこのシカゴ学派による批判には大き

な意味があったといえる。このシカゴ学派の批判は、判例法理にも影響を与えること

になる。

（3）Jefferson Parish Hospitals事件及びKodak事件

Jefferson Parish Hospitals事件は、外科手術における麻酔処置についてEast Jeffer-

son病院と、麻酔医によって設立されたRoux社との間での麻酔サービス契約中にあっ

た当該病院の施設利用をRoux社にのみ認める旨の排他条項に端を発する。その後、当

該排他条項は削除されたが、病院は、同条項の削除後も、依然としてRoux社のみに麻
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酔施設を使用させていた。1977年、麻酔医のHydeが同病院の麻酔のスタッフに応募

したところ、病院内の医局スタッフらの委員会等は、これを承認したにも関わらず、

病院の理事会は、これを拒否した。これに対して、Hydeが病院を反トラスト法違反で

提訴したのがこの事件の経緯である。多数意見は、病院の行為は、外科手術サービス

と麻酔サービスを不当に抱き合わせたものではなく、シャーマン法 1条に違反しない

と判示した上で、抱き合わせ規制それ自体については当然違法の原則が維持されると

した。

まず、多数意見は、それぞれの製品が、競争的な市場で別個に販売されているなら

ば、ある売り手が製品をパッケージにして販売したとしても市場に対する不合理な制

限ではないとする（28）。しかし、買い手が購入を望んでいないか、もしくは他の条件で

他の売り手から購入することを望んでいるような買い手に対して、主たる製品の購入

に際して、従たる製品の購入を強制する（forcing）する場合には、当該行為は違法な

抱き合わせであるとする（29）。次に、抱き合わせが当然違法となるためには、相当量の

取引が抱き合わせによって排除されることを要件とする（30）。そこで、多数意見は、当

該地区の患者の70％がEast Jefferson病院以外の病院を利用していること、すなわち

当該病院の市場シェアが30％以下であることから、市場における独占的な地位を形成

していないと判断した（31）。また、本件では、そもそも外科手術と当該手術の際の麻酔

処置が、別個の製品といえるか否かに関する審査基準は大きなポイントとなる。この

点、多数意見の基準は、2つの製品（本件で役務）の機能的な関連性に基づくのではな

く、2つの役務に対する需要の特性から判断すべきというものである（32）。すなわち本

件の場合、麻酔施術を病院サービスと分離して購入するという十分な需要の存在が必

要となる（33）。この基準に基づき、多数意見は、診療報酬の請求システムそして外科医

や患者から、麻酔医の指定があったことを根拠として需要サイドから見て、別個の役

務を構成すると判示した。

Jefferson Parish事件以後、再び別個の製品の判断が直接的に問題となったのが、

Kodak事件である。本件は、Kodak社は、自社製の高機能フォトコピー及びマイクロ

グラフィック（コピー機）の製造販売に際して、同製品の保守点検サービス及び保守

用の部品を、自社及びOEMを通じて提供していた。ところが1980年代以降、独立系

保守サービス事業者（independent service organiations,ISO）がKodak社よりも低

価格かつKodak社が提供するものと同水準の保守点検サービスを提供し始めた。そこ

でKodak社は、1）コピー機を自ら保守点検する顧客にのみ保守部品を提供すること、
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2）ISOに対する部品供給を抑制するため、同社以外の事業者に部品の販売を禁止し、

さらに同社製のコピー機などの中古品流通を制限するなどした行為が問題となった。

これに対して、1992年、連邦最高裁の多数意見は、1）保守サービス及び保守部品は、

それぞれ独立して販売されていることから、需要者側から見て両者はそれぞれ別個の

製品（役務）を構成していると判断し（34）、第二に、Kodak社は、部品の入手をコント

ロールすることで、競争的な保守サービスを排除するなど、需要者である顧客が望ま

ない従たる保守サービスの購入を強制するだけの十分な経済力（sufficient economic

power）を保有し手いると判断した（35）。また、コピー機市場において市場力を保有し

ないKodak社が、保守部品等の価格を引き上げれば、潜在的顧客は同社コピー機を購

入することを控えることになるという主張に対して、保守サービスの価格引き上げ後、

同社製コピー機の売り上げが減少した証拠がなく、コピー機の切り替えコストの存在

故に同社製コピー市場にロックインされた顧客に対して、高い情報コスト及び差別的

価格を課すことで、競争的な機器市場での損失を相殺しうると判断した（36）。

この2つの事件において確立した抱き合わせに関する当然違法の原則は、次の3つの

要件を満たした段階で成立するといえる。すなわち、1）別個の製品の抱き合わせが存

在すること、2）競争市場では購入しないであろう製品を顧客に購入させることができ

る力（市場力、経済力）の存在（37）、3）相当数の取引が抱き合わせによって閉め出さ

れること（foreclose）である。

では、そもそも当然違法の原則による要件解釈にはどのような特色があるのだろう

か。当然違法の原則とは、裁判所の経験上、当該行為によって反競争的効果の発生が

ほぼ確実であり、競争促進的効果の存在の可能性が極めて低い特定の行為類型につい

ては、原告側は、被告の行為が当該行為類型に該当することを立証すれば足り、被告

側は当該行為が有する競争促進効果に関する立証責任が転換されるという分析手法で

ある（38）。従って、当然違法の原則の下では原告は、被告の反競争的効果の立証に際し

て詳細な市場分析は必要とされない。すなわち当然違法の原則において、詳細な市場

分析を行うことそれ自体が、同原則と矛盾することになるのである。すなわち、抱き

合わせ規制における別個の製品基準は、合理の原則が要求する通常の市場画定の立証

と同じものであってはならないということになる（39）。しかし、別個の製品基準や経済

力の立証は、カルテルに適用される当然違法の原則以上に詳細な立証を要求するもの

である。では、なぜ、抱き合わせ規制において、当然違法の原則を維持しなければな

らないのか。これは、当然違法の原則に該当しない行為類型について、その反競争的
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効果を測定する合理の原則の内容が必ずしも明確ではなく、そのため原告の立証の負

担が非常に多いという背景があるからである（40）。従来の反トラスト訴訟は、時折、当

然違法か合理の原則かといった二分法的な議論に終始するという弊害が叫ばれてきた。

今日では、合理の原則の内容の精緻化、違法性判断の手順の明確化という新しい課題

によりこの二分法的な議論の弊害を回避しようという試みが見られる。

2．Microsoft事件における抱き合わせの判断

（1）Microsoft Ⅲ事件（41）の判断

本判決において抱き合わせが問題となったものは、1）Windows95及び98のライセ

ンシーに対して、単一価格でインターネットエクスプローラ（IE）を抱き合わせてラ

イセンスを受けるように要請したこと、2）デスクトップ上から IEをアンインストー

ル若しくは削除することをOEMに対して認めなかったこと、3）「プログラムの追加と

削除」のユーティリティを使用して消費者が IEを削除できないようにWindows98を

設計したこと、4）特定の環境において、ユーザの設定した通常使用するブラウザを上

書きするようにWindows98を設計したことである（42）。この争点に対して連邦控訴裁

は、プラットホーム・ソフトウェア製品に関する抱き合わせについては、合理の原則

に基づいて判断すべきという、これまでの抱き合わせ規制の歴史から見て画期的な判

断を下した。ただし、本判決は、あくまでも合理の原則に基づいて判断すべきとして

連邦地裁に差し戻した事件であり、その後、司法省が抱き合わせを訴因を放棄するば

かりでなく、同意判決に終わったため、具体的な抱き合わせに関する合理の原則に基

づく最終的な評価を差戻審は行わなかった。

控訴審判決は、これまで、下級審においてソフトウェアに関する抱き合わせが問題と

なった事例は、ソフトウェアとハードウェアとの抱き合わせ（43）が大半であり、ソフト

ウェアの統合が問題となったわずかな下級審判例も本件の先例として適切ではない（44）

と判断する。特に、抱き合わせに対する別個の製品基準をそのまま適用することに懸

念を示している。すなわち従たる製品が主たる製品とは別個に存在し、それに対する

独立した需要がその当時存在するならば、当該製品の効率性について考慮する余地な

く、当然違法の原則により、違法な抱き合わせと判断されるため（45）、ソフトウェアの

ように技術革新による統合の効率性が存在する市場では、当然違法の原則の存在によ

って、ソフトウェアの統合に対する事業者のインセンティブを損なうことになるとす
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る。その上で、別個の製品基準における需要とは、過去に別個に存在していた従たる

製品の組み合わせに関する需要を見るものであって、新規性のある技術革新に基づい

た統合の存在がもたらす効率性全体を見ることはできないと判断する（46）。このように

本判決では、ソフトウェアにおける統合という現象それ自体が、技術革新の一端を担

っていることを強調し、このような場合には合理の原則が適用されるべきだと判断し

ているのである。

また、Microsoft Ⅲ事件の大きな特徴は、合理の原則の適用に際して、その際の審

査項目について指示をしているところにある（47）。この指示内容は、反競争的効果の立

証に際して、①従たる製品の市場（ブラウザ市場）の明確な画定及び、②本件抱き合

わせ以外に存在する参入障壁等具体的な項目について指示している。では、本判決の

意義とその問題点はどこにあるのだろうか。まず、確かに、当然違法の原則から合理

の原則への転換を意図したという意味では、判例として画期的である。しかし、本判

決では、別個の製品基準の問題性を指摘したものの、それに代わる合理の原則に基づ

いた別個の製品の審査基準が明確ではない（48）。この点について、今後、抱き合わせに

おける別個の製品の画定に際して、詳細な市場分析が求められることになるのか、検

討する必要があるだろう。他方、参入障壁についてMicrosoftⅢ事件は、判決自体では、

この問題を差戻審で争うことを認めていないものの、合理の原則に基づいて抱き合わ

せを判断する際に、従たる製品市場に存在する参入障壁分析は違法性を判断基準とし

て重要である（49）。この点、独占化の企図と抱き合わせ規制との相関関係をより明確に

するためにも参入障壁分析を基軸とした概念整理が行われることは有益であろう。ま

た、MicrosoftⅢ事件は、当該行為の実質的な閉鎖効果（foreclosure）に違法性の根

拠を求めていることから、当該判決を契機として、排他取引全般の違法性判断の整合

性が生み出される可能性があるとする見解がある（50）。

（2）EC委員会における抱き合わせの判断

2004年3月24日、EC委員会は、マイクロソフト社に対してウィンドウズメディア

プレイヤー（WMP）をOSに抱き合わせたことがEC条約82条（d）に違反すると判断

した（51）。委員会は、82条（d）に違反する抱き合わせの要件として、1）別個の製品の

存在、2）主たる市場において支配的地位が認められること、3）従たる製品を購入せ

ずに主たる製品を購入するという消費者の選択肢を与えていないこと、4）抱き合わせ

によって競争を排除していることという4要件を挙げ（52）る。この決定は、マイクロソ
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フト社の申立の影響などもあって、Microsoft Ⅲ事件判決を意識した記載が見られる。

特に、マイクロソフト社が、2002年の和解によってOEMsは、自由にWMP以外の音

楽プレイヤー、例えばリアルプレイヤーなどをインストールして出荷できることに合

意している以上、これ以上EC委員会が措置を執る必要がないという反論に対しては、

米国の訴訟の焦点は、ネットスケープ、サンマイクロシステムズの JavaとOSとの関

係を議論していたものであり、原告は差戻審ではシャーマン法1条に関する抱き合わ

せの申立を取り下げていることから、差戻審では抱き合わせに関する論点が議論され

ていないと判断する（53）。このように同じ企業を相手取った複数国間での競争法適用に

際して、それぞれの国の排除措置や和解案との整合性を求める抗弁に対してどのよう

に対処すべきかは、今後競争法当局にとって大きな課題となってくると思われる。

次に、具体的な抱き合わせの問題についてEC委員会は、今回、WMPとOSの統合そ

れ自体を問題にしている。この判断においては需要者側から別個の製品を画定してい

る。その根拠として、リアルプレイヤーやアップル社のクイックタイムなど複数の音

楽プレイヤー製造業者の存在、そして、マイクロソフト社自ら、WMPをアップルのマ

ッキントッシュやサンマイクロシステムズのソラリスなど他のOSにも提供していると

いう事実、現実に音楽プレイヤーを選択する消費者の行動そして、この種のプレイヤ

ーを必要としない消費者（企業など）の存在から、音楽プレイヤーとOSは別個の市場

だと判断する。ここで興味深いところは、EC委員会が、Microsoft Ⅲ事件判決が統合

前の消費者行動に依拠した別個の製品判断は、統合製品の効率性の適切な評価を損な

うおそれがあるとする判断に対して、音楽プレイヤーに関する限り統合後4年間の間、

消費者が代替的な音楽プレイヤーを求める需要があったと指摘する点である。また、

製品統合は通常のビジネス上の判断であり、他のOSでもこの種の統合が見られるとい

うマイクロソフトの主張に対しても、他社が統合しているという事実は消費者の多機

能を求める声に応じるものではあっても、そのことからOSとWMPが一つの製品であ

ると結論づけることはできないと判断している。このEC委員会の判断は、統合製品と

してOSとWMPが一つであるかという最初の関門について別個の製品として認定し、

その上で、抱き合わせ行為によってもたらされる効率性を考慮するというものである。

この点について、EC委員会は、マイクロソフト社の提出した証拠は効率性を立証する

のに十分なものではなく、特に、同社が抱き合わせの効率性として主張した便益は、

抱き合わせを行うことなく達成することができるものであって、抱き合わせの反競争

的効果を上回る効率性を立証するものではないとする（54）。このEC委員会の効率性に
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関する判断は、Microsoft Ⅲ事件判決が問題としたものはブラウザであり、今回音楽

プレイヤーが問題となっており両者を簡単に比較することはできない。しかし，OS

の発展とは、統合によりもたらされてきたという側面を否定することはできない（55）。

そして、OSのバージョンアップが、消費者を引きつける魅力の一つは、他のソフトウ

ェアとして単体で提供されたものを統合することでOSとしての機能を高め，従来別個

の商品であったときよりも低廉な価格で消費者に提供するという側面も無視すべきで

はない（56）。しかし、他方で、この統合（抱き合わせ）によって、従来の市場の概念を

供給サイドから変更してしまう，すなわち統合ソフトウェアの登場によって従来存在

していた市場が消滅してしまうという側面も考慮する必要がある。このように統合製

品と抱き合わせに関する競争法の評価は、より直接的に製品・サービスそして市場そ

れ自体のあり方を左右することになることに注意が必要である。すなわち、これはハ

イテク市場に対する政府介入のあり方という根本的な問題を内包する問題であるとい

える（57）。この点について、政府介入を最小限に抑え、「正のフィードバック効果」を

最大限尊重し、市場の「自然的な展開と企業の人為的な排除行為を区分して，後者の

人為的な排除行為を排除」することに専念するという（58）発想は、Microsoft Ⅲ事件判

決の背景にある思想とも一致するといえるのではないかと思われる。ただし、人為的

な排除行為と市場の発展に伴う自然な展開の区別は、それほど自明なものではない。

すなわち、市場の発展・衰退は、最終的には市場に参加するプレイヤーの行動に依存

することはいうまでもないからである。今回のMicrosoft Ⅲ事件判決とEC委員会の決

定は、この問題点をより鮮明にしたことに意義がある。

（3）公取委による規制

なお、ここで、簡単に日本の公取委によるマイクロソフト社に対する抱き合わせ勧

告審決について紹介する。事実の概要は以下の通りである。すなわち、マイクロソフ

ト社は，富士通に対して平成7年1月頃，自社のワープロソフト「ワード」と表計算ソ

フト「エクセル」を併せてパソコン本体に登載して出荷する権利を許諾する契約（プ

レ・インストール契約）を締結したいと申し入れた。その際，富士通が，当時日本語

処理能力において「ワード」より優秀であるとされ，市場占有率1位であったジャス

トシステム社のワープロソフト「一太郎」と「エクセル」とが登載されたパソコンの

発売を希望していたことから，「エクセル」のみのプレインストール契約を要請した。

しかし，マイクロソフト社は，「エクセル」のみの契約を拒絶し，結果的に富士通に対
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して当初主張した契約内容を受諾させた。その後バージョンアップの際，同種の契約

が更新され，その際，他のコンピュータメーカーから「エクセル」のみのプレインス

トール契約締結の申出が再三行われたが，マイクロソフト社はそれを拒絶している。

また平成9年7月頃から，マイクロソフト社は，スケジュール管理ソフト「アウトルッ

ク」の市場占有率拡大のため，前述のプレインストール契約のバージョンアップに伴

う契約更新において，さらに「アウトルック」も合わせた契約内容とするように各パ

ソコン製造業者に要請し，契約を締結させた。このような一連の行為の結果，平成 9

年度には，ワープロソフトの分野における「ワード」の市場占有率が「一太郎」にか

わって1位となり現在に至っている。また「アウトルック」も同様に平成9年度に1位

となっている。これに対して、公取委は、マイクロソフト社が取引先のパソコン製造

業者に対してプレインストール契約の際，不当にワープロソフトなどを抱き合わせて

いる行為が，一般指定10項に違反するとした。本件は，勧告審決のため，法令の適用

が極めて簡潔にしか示されていない。このことから，この審決における公正競争阻害

性が，主としてパソコン製造業者とマイクロソフト社との能率競争阻害，つまり不要

品強要を念頭においた判断なのか，あるいは，「エクセル」に対する従たる商品である

ワープロソフト一太郎を製造するジャストシステムや，スケジュール管理ソフトを製

造するソフトウェア製造業者の排除を念頭においた判断なのか不明確である。しかし，

以下の理由からこの審決は，競争者排除型のケースであると評価できる（59）。まず，事

実の概要において，シェアの変動を認定していること，これによって，従たる商品分

野への影響をこの審決が考慮していることが理解できる。次に，「一太郎」と「エクセ

ル」の同梱を拒否しようとするマイクロソフトの姿勢が審決から明らかなことである。

ところで，この審決では，マイクロソフトが，今回のような抱き合わせ行為ができる

背景を明確にはしていない（60）。しかし，周知の通り，マイクロソフト社のこの種の要

請にパソコン製造業者が従わざるをないのは，OSを事実上独占しているマイクロソフ

ト社の圧倒的な独占的地位が背景にあるからである。本件審決では，「エクセル」の市

場におけるシェアや人気によって，パソコン製造業者が追随せざるを得なかったかの

ような表現を用いているが，現実には，OSに関する独占的地位がない限りこのような

抱き合わせは不可能だとも言える。ただし、本件は、米欧の事例とは異なり、統合製

品の問題ではない。しかし、今後、日本の抱き合わせ規制を考える上で、日本の法運

用もまたこの統合製品の評価の問題に直面する可能性がある。



104 大宮ローレビュー　創刊号

結語

以上のように、抱き合わせ規制に関し、ハイテク市場、特に統合製品の評価に際し

ては、統合による効率性の達成とそれにより失われる市場や競争の減殺・排除の比較

対象というきわめて難しい問題に直面することになる。さらに問題を複雑にするのは、

ハイテク市場の場合、一国の競争法の適用が及ぼす影響がグローバルな展開を見せる

ということにある。また、Microsoft Ⅲ事件判決は5年以上の歳月をかけて調査、審議

されてきたものであるが、その間、市場は変化を続けている。このような変化の激し

い市場に対して競争法が機動的に対処するにはどうすべきか、という問題についても

検討する必要があるだろう。この点に関して、今回のMicrosoft Ⅲ事件判決以後司法

省とマイクロソフト社による和解について、際限のない訴訟による莫大なコスト（政

府そしてマイクロソフト社双方）を回避する手法として、今後、この種の解決策が米

国反トラスト法の一つの大きな流れになるだろうといわれている（61）。確かに、ハイテ

ク市場に対する競争法上の適切な対応手段としては有効な手段であるともいえる。し

かし、この場合、司法省と企業間の交渉次第では、企業側に違法行為を継続できるよ

うな抜け穴を認めてしまう危険性も否定できない（62）。その意味では、この種の対応に

も一定の限界があるといえるだろう。

なお、マイクロソフト社に対しては、公取委がきわめて興味深い勧告（63）を出してい

る。すなわち、マイクロソフト社がOEMとの間で締結するOS等のライセンス契約に

際して、マイクロソフト社及びそのライセンシーに対して特許侵害訴訟を提起するこ

とができないようにする条項の締結を余儀なくさせ、その結果、OEMのAV機能に関

するソフトウェア開発インセンティブ（開発意欲）を損なうことになり、日本のAV

機能に関するソフトウェアの技術分野の公正な競争を阻害するおそれがあり、これは

独占禁止法19条、一般指定13項（拘束条件付き取引）に違反するというものである。

この判断は、これまでライセンス契約などに際して、特許権に関する相互のトラブル

の防止のためにこの種の条項を挿入することがよく行われていることからすれば、実

務に与える影響は少なくない。と同時に、マイクロソフト社にとっても大きな影響を

与える判断である。すなわち、審決書を見ると本件ライセンス契約は、マイクロソフ

ト本社と日本のOEMが直接契約しているものであり、その意味では、契約内容はロー

カライズされたものではなく、世界的に標準的に用いられているからである。そのた

め、今回の公取委の判断の結果は、全世界のOEMとのライセンス契約に影響を及ぼす
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ことになる。その意味ではこの審判の行方は、今後の競争法の国際的な執行の方向性

を考える上で注目に値するといえよう。
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（38）隅田浩司「競争事業者における事業提携に関する反トラスト法の分析手法」法学政治学論究

56号（2003）89、95頁以下参照。

（39）この点について、白石忠志「マイクロソフト事件連邦控訴審判決の勘所」中里実・石黒一憲
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